声明　　　
戦争反対　自衛隊派兵ではなく、憲法第9 条に基づく平和的外交の努力を
　
トランプ米大統領の命令のもと、米軍は1月3日、イランのソレイマニ司令官をイラク国内で空爆によって殺害しました。明らかな国連憲章、国際法に違反です。これに対してイランは、1月8日にはイラクにある米軍基地を弾道ミサイルで攻撃しました。しかし、盛り上がる国際世論により、最悪の事態はひとまず回避されました。ことの発端と責任は、2018年5月８日の米国の「イラン核合意」からの一方的離脱にあります。
国連のグテレス事務総長は1月6日、米国とイラン関係の緊迫化に、「煮えたぎる緊張関係のため、ますます多くの国が予想外の決定を行い、予測不能な結果と、誤算という深刻な結果を招いている」と述べ、「地政学的な緊張は今世紀で最高レベルにある」と指摘し、中東全体を巻き込んだ「新たな湾岸戦争」の危機に直面していると警鐘を鳴らしています。
安倍内閣は2019年12月27日に、防衛省設置法に基づく「調査・研究」として、中東への自衛隊派兵を国会審議にかけることもなく閣議決定し、1月11日以降、P3C哨戒機や護衛艦を出動させようとしています。米国の「有志連合」の呼びかけに事実上応える形で、自衛隊を中東へ海外派兵させることは憲法違反であり、集団的自衛権を容認した戦争法のもとで、米軍と連携した行動をとることは、従来の自衛隊の在り方を根本的に転換する重大事態です。自衛隊を派兵させることは、中東全体を巻き込んだ戦争へと発展させ、いわば火薬庫状態の中東への投入は自衛隊員の生命に係わる危険な行為です。
これ以上の武力衝突の拡大は絶対に避けなければなりません。世界各地で「戦争はやめろ」の世論と市民の運動が一気に高まっています。筆舌につくせない戦争の惨害を体験し、「戦争違法化」の国際的流れに呼応し、戦争放棄と戦力の不保持を謳った日本国憲法第9条をもつ我国に求められていることは、自衛隊派兵の閣議決定をただちに撤回することです。そして、米国に対して一方的に離脱した「イラン核合意」への復帰を求めるとともに、すべての関係国に自制を求めるなど、憲法第9 条に基づく平和的外交努力を尽くし、中東地域の平和を実現すべきです。憲法会議は、これらのことを安倍政権に強く求めます。
こうした中で安倍政権は、自衛隊を「戦争する自衛隊」に変え、米国と一体に海外で戦争する国づくりを進めるため、第9条改憲に執念を持ち続けています。憲法会議は、「安倍９条改憲ＮＯ!改憲発議に反対する全国緊急署名」運動に全力でとりくみ、世論の力で、安倍9条改憲に終止符を打つことを呼びかけます。
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